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第一部 【証券情報】

 

第１ 【募集要項】

 

１ 【新規発行株式】
 

種類 発行数 内容

普通株式 13,054,000株
完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式であります。なお、単元株
式数は100株であります。

 

(注) １．本有価証券届出書が対象とする募集(以下「本第三者割当」といいます。)は2026年８月７日開催の取締役会

により決議しております。

２．上記発行数は、第三者割当による新株式の発行に係る募集株式数5,697,000株及び第三者割当による自己株

式の処分に係る募集株式数7,357,000株の合計です。

３．本第三者割当のうち自己株式の処分に係る募集は、会社法(平成17年法律第86号)第199条第１項の規定に基

づいて、当社の保有する当社普通株式の自己株式処分により行われるものであり、金融商品取引法第二条に

規定する定義に関する内閣府令第９条第１号に定める売付けの申込み又は買付けの申込みの勧誘となりま

す。

４．本第三者割当に関連して、2026年８月７日に、割当予定先である阪和興業株式会社(以下「阪和興業」とい

います。)、株式会社ヨドコウ(以下「ヨドコウ」といい、阪和興業と併せて「割当予定先」と総称しま

す。)との間で資本業務提携(以下「本資本業務提携」といいます。)に関する契約(以下「本資本業務提携契

約」といいます。)を締結しております。なお、本第三者割当に係る総数引受契約は、本有価証券届出書の

効力発生後に締結する予定です。

５．振替機関の名称及び住所

株式会社証券保管振替機構

東京都中央区日本橋兜町７番１号

 
２ 【株式募集の方法及び条件】

(1) 【募集の方法】

 

区分 発行数 発行価額の総額(円) 資本組入額の総額(円)

株主割当 － － －

その他の者に
対する割当

新株式の発行 5,697,000株 3,794,202,000 1,897,101,000

自己株式の処分 7,357,000株 4,899,762,000 －

一般募集 － － －

計(総発行株式) 13,054,000株 8,693,964,000 1,897,101,000
 

(注) １．第三者割当の方法によります。

２．発行価額の総額は、本第三者割当に係る会社法上の払込金額の総額であります。

３．資本組入額の総額は、会社法上の増加する資本金の額であり、増加する資本準備金の額は、当該資本金等増

加限度額から上記の増加する資本金の額を減じた額とします。なお、自己株式処分による第三者割当の払込

金額は資本組入れされません。

４．本第三者割当は、新株式の発行及び自己株式処分により構成され、新株は阪和興業、自己株はヨドコウに割

り当てるものです。
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(2) 【募集の条件】

 

発行価格
(円)

資本組入額
(円)

申込株数単位 申込期間
申込証拠金
(円)

払込期日

666 333 100株
2026年８月24日から
2026年11月30日まで

－ 2026年10月２日から2026年11月30日まで
 

(注) １．第三者割当の方法により行うものとし、一般募集は行いません。

２．発行価格は、本第三者割当に係る会社法上の払込金額であり、資本組入額は会社法上の増加する資本金の額

であります。なお、自己株式処分による第三者割当の払込金額は資本組入れされません。

３．本第三者割当の実行は、払込期日において、本資本業務提携契約及び総数引受契約に定める前提条件が満た

されることを条件としております。

４．申込み及び払込みの方法は、本有価証券届出書の効力発生後に、当社と割当予定先との間で総数引受契約を

締結し、払込期日に後記払込取扱場所へ発行価額の総額を払い込むものとします。

５．払込期日までに割当予定先との間で総数引受契約を締結しない場合は、本第三者割当は行われないこととな

ります。

６．本第三者割当は、金融商品取引法に基づく有価証券届出書の効力が発生していること、本第三者割当の実行

に際して必要となる競争法に基づく関係当局の許認可等が得られること等がすべて満たされていることを条

件としておりますが、当該関係当局の許認可が得られる時期を確定することができないため、払込期間を設

定し、当該払込期間を払込期日として記載しております。

 
(3) 【申込取扱場所】

 

店名 所在地

株式会社中山製鋼所　総務人事部 大阪市大正区船町一丁目１番66号
 

 

(4) 【払込取扱場所】

 

店名 所在地

株式会社三菱ＵＦＪ銀行　大阪営業部 大阪市中央区伏見町３丁目５番６号
 

 

３ 【株式の引受け】

該当事項はありません。

 

４ 【新規発行による手取金の使途】

(1) 【新規発行による手取金の額】

 

払込金額の総額(円) 発行諸費用の概算額(円) 差引手取概算額(円)

8,693,964,000 22,600,000 8,671,364,000
 

(注) １．発行諸費用の概算額の内訳は、弁護士費用、その他事務費用等(有価証券届出書等の書類作成費用及び変更

登記費用等)の合計です。

２．発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。

 
(2) 【手取金の使途】

調達する資金の具体的な使途及び支出予定時期につきましては、以下のとおりです。

 

具体的な使途 金額(円) 支出予定時期

新電気炉建設に係る設備投資資金 8,671,364,000 2026年10月から2030年７月
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近年の世界的な環境意識の高まりを背景に、CO2排出量が多い鉄鋼業においては、排出削減に向けた取組みの推進

が喫緊の課題となっております。かかる状況のもと、CO2排出量が高炉鋼の約４分の１とされる電気炉鋼について

は、今後需要の一層の拡大が見込まれております。

当社は、2025年度を初年度とする長期計画の重点方針の中に、カーボンニュートラル・循環型社会の実現への貢

献を掲げております。新電気炉の建設により、こうしたニーズの拡大に対してこれまで以上に盤石の体制で応える

とともに、電気炉を最大限活用した高付加価値鋼の開発による用途拡大を通じて競争力を強化し、企業価値の向上

を図ってまいります。

このように新電気炉の建設は経営戦略上の最重要テーマとして検討を進めてまいりましたが、足元の経済環境

は、物価高騰や人手不足等の影響から建設費用が上昇しており、当初想定を上回る投資規模となる可能性が生じて

おります。

こうした状況を踏まえ、当社は、2025年11月26日に日本製鉄株式会社との間で、新規電気炉建設を目的とする合

弁契約を締結し、2026年４月１日に合弁会社を設立いたしました。今後、本計画を確実に完成させるためには、投

資資金の円滑な調達を進めるとともに、新規電気炉完成後のキャッシュフローの安定を確実なものとするために、

より財務体質の維持・強化を意識した対応を取ることが重要であると認識しております。

上記、差引手取概算額合計（8,671,364,000円）については、全額を新規電気炉の建設費用に充当する予定です。

新規電気炉が稼働しました暁には、これまで約半数を外部からの調達に依存していた鋼片の大部分を自社電気炉材

へとシフトさせることが可能になると同時に、電気炉材の普及拡大を通じて脱炭素社会や循環型社会の実現に大き

く貢献することができると考えております。

以上の理由から、当社にとって今回の資金調達は、企業価値向上のためには必要不可欠なものであると考えてお

ります。上記手取金は、2026年10月から2030年７月に支出する予定です。なお、上記手取金は、上記の資金使途に

充当するまでの間は、当社の銀行口座で保管いたします。

 
第２ 【売出要項】
 

該当事項はありません。

 
第３ 【第三者割当の場合の特記事項】

 

１ 【割当予定先の状況】
 

a.　割当予定先の概要

名称 阪和興業株式会社

本店の所在地
大阪市中央区伏見町四丁目３番９号
(上記は登記上の本店所在地であり、実際の本社業務は、東京本社
において行っております)

直近の有価証券報
告書等の提出日

有価証券報告書 事業年度第79期
(自 2025年４月１日 至 2026年３月31日)
2026年６月19日 関東財務局長に提出

b.　提出者と割当予定先
との間の関係

出資関係
当社は、阪和興業の普通株式242千株を保有しております。
阪和興業は、当社の普通株式8,058千株を保有しております。
(2026年３月31日現在)

人事関係 該当事項はありません。

資金関係 該当事項はありません。

技術関係 該当事項はありません。

取引関係
阪和興業とは鋼材及び建材製品全般の販売、鋼片やスクラップ等
の仕入を目的とする主要取引先として良好な取引関係を構築して
おります。
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a.　割当予定先の概要

名称 株式会社ヨドコウ

本店の所在地 大阪市中央区南本町四丁目１番１号

直近の有価証券報
告書等の提出日

有価証券報告書 事業年度第127期
(自 2025年４月１日 至 2026年３月31日)
2026年６月22日 関東財務局長に提出

b.　提出者と割当予定先
との間の関係

出資関係 該当事項はありません。

人事関係 該当事項はありません。

資金関係 該当事項はありません。

技術関係 該当事項はありません。

取引関係
ヨドコウとは鋼材の販売を目的とする主要取引先として良好な取
引関係を構築しております。

 

(注)　割当予定先の概要及び割当予定先との間の関係は、別途記載のある場合を除き、本有価証券届出書提出日現在

のものであります。

 
c.　割当予定先の選定理由

①　阪和興業を割当予定先として選定した理由

阪和興業は当社の筆頭株主であり、これまでも当社との間で様々な取引関係を構築してまいりました。前述の

通り、建設予定の新規電気炉に関しては、建設費高騰を背景に所要資金が増加しておりますが、当社は新規電気

炉建設計画の策定段階から、資金調達の方法について第三者割当を含む様々な選択肢を検討してまいりました。

第三者割当の割当先を検討する状況においては、当社にとって単なる資金調達先という関係のみならず、新規

電気炉建設後も協業関係を維持・構築できるようなパートナーを探索しておりました。一方で、阪和興業に関し

ては、「阪和興業中期経営計画2028」において、サステナビリティ戦略の中で環境配慮型商材ビジネスの強化を

掲げており、当社が建設予定の新規電気炉によって製造された電気炉材を活用することで、より環境に配慮した

材料調達を実現したいとの意向がございました。そのような状況において、当社は、筆頭株主でもある阪和興業

と協議を重ねてまいりましたが、両社の関係を一層強化していくことが最善であると判断いたしました。

当社は、本有価証券届出書提出日付において、阪和興業との間で資本業務提携契約を締結しております。な

お、本有価証券届出書の効力発生後、当社は阪和興業との間で本新株式発行に係る総数引受契約を締結する予定

です。また、本件は、当社が2025年５月９日付で公表した新規電気炉投資計画の実現に向けた資本政策及び提携

施策として実施するものであり、当社は、本第三者割当による新株式の発行を通じて重要なパートナーである阪

和興業に本株式を割り当て、関係をより強固なものにすることが、当社の企業価値及び株主価値を向上させるた

めの最適な方策であると判断いたしました。

 
資本業務提携契約の概要

阪和興業及び当社は、本資本業務提携契約によって、電気炉材の適用拡大に向けて協業関係の強化に取り組ん

でまいります。購買面では、原材料の既存調達ルートの増強やチャネルの拡大に加えて、幅広い調達ルートを擁

し、長年当社の事業を支える重要なパートナーかつ主要株主でもある阪和興業との連携を一層深化させ、新電気

炉稼働に備えてまいります。販売面では新電気炉完成後の生産能力倍増に見合う供給先の拡大、ボリュームの増

加が必須にて、足元から独自に拡販を推進する一方で、阪和興業の強固な顧客基盤と営業力を活用することで、

電気炉材の適用拡大の加速度的な促進を図ってまいります。詳細な内容については、引き続き阪和興業及び当社

で協議してまいります。阪和興業との資本業務提携契約を積極的に推進し、実効性を高めるため、阪和興業は当

社が実施する本第三者割当により、当社の普通株式5,697,000株を取得する予定です（2026年３月31日現在の発行

済株式総数及び本新株式発行による新規発行株式数を合計した発行済株式総数68,776,256株に対する割当後の所

有割合20.00％、議決権ベースでは当社の総議決権数の20％以上（20.48％）、総額3,794,202,000円）。これによ

り、当社は阪和興業の持分法適用関連会社となる予定です。
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なお、阪和興業との資本業務提携契約において、阪和興業が本第三者割当により取得する当社株式を譲渡等す

る場合には原則として事前に当社の承諾を得ること、及び、当社の発行済株式総数（自己株式を除く。）の21％

を超えて当社株式等を取得しないことなどが定められています。また、本資本業務提携契約において、阪和興業

に当社の役員派遣権又は当社の重要な業務執行に関する拒否権・同意権を付与する定めはありません。また、阪

和興業は、当社の株式等を保有する間及びその後１年間、当社の事前の書面による承諾なく、当社の株主総会に

おける議案提案、委任状勧誘、他の株主との共同議決権行使の合意、役員派遣要求その他当社の経営に影響を及

ぼす行為を行わないことに合意しております。ただし、当社のEBITDAが連続する３事業年度にわたりマイナスと

なる一定の場合、又は当社若しくは当社の役員による重大なコンプライアンス違反が客観的に判明し、当社の取

締役会による監督機能若しくは内部統制システムに重大な支障が生じ、かつ当社が合理的な期間内に適切な是正

措置を講じていない場合はこの限りでないものとされており、これらの場合に阪和興業がかかる行為を行おうと

するときは、事前に、当社に対し、役員派遣の要否を含む当社のガバナンス体制の是正及び見直しについて協議

を申し入れるものとされています。なお、これらの場合においても、当社の役員の選任には当社株主総会の決議

を要します。

 
②　ヨドコウを割当予定先として選定した理由

ヨドコウ及び当社は、2025年12月12日付で公表した基本合意書に基づき、これまで当社の既設電気炉で生産さ

れた電気炉材の取引を通じて、安定した取引関係を維持してまいりました。前述の通り、当社が電気炉材の普及

拡大を通じた脱炭素社会や循環型社会の実現を目指す中で、ヨドコウは、「ヨドコウグループ中期経営計画

2028」において、外部パートナーとのアライアンス深化による取引拡大や、環境配慮型商品の拡充・拡販といっ

た基本戦略を掲げております。当社は、新規電気炉建設後もCO2発生量の少ない電気炉材の適用拡大に取り組むた

めには、当社単独ではなく、外部のパートナー企業とのアライアンス体制を構築することが重要であり、特に当

社とは異なる強みを持ったパートナー企業との協業を通じたシナジー創出がより効果的であると考えておりま

す。そのような状況下において、協業に関する議論を重ねていたヨドコウとの協業関係をより一層強化していく

ことが、当社の目的を実現させる上で最適であると判断いたしました。このようなことから、当社は、本有価証

券届出書提出日付において、ヨドコウとの間で資本業務提携契約を締結しております。また、本有価証券届出書

の効力発生後、当社はヨドコウとの間で本自己株式処分に係る総数引受契約を締結する予定です。ヨドコウと当

社は、脱炭素ニーズの高まりによる電気炉材の拡販機会を最大限活かすために、両社の強みを発揮して新製品の

開発等に取り組んでいく予定です。当社は、本第三者割当による自己株式の処分を通じて重要なパートナーであ

るヨドコウに本株式を割り当て、関係性をより強固なものにすることが、当社の企業価値及び株主価値を向上さ

せる最善の方策であると判断いたしました。

 
資本業務提携契約の概要

ヨドコウ及び当社は、両社の技術とリソースを融合し、電気炉新製品の開発と市場拡大に向けて協働してまい

ります。以下の項目をはじめとする協業を検討し、電気炉材の適用拡大に向けて取り組む予定です。資本業務提

携契約のより詳細な内容については、引き続きヨドコウ及び当社で協議してまいります。

・川上・川下の垂直的分業により両社の強みを生かした付加価値の高い電気炉製品の開発

・既存電気炉で生産された電気炉材の適用拡大に向けた協業

・新規電気炉で生産された電気炉ホットコイル取引量の拡大・安定供給

・カーボンニュートラル実現への推進を通じた協業

ヨドコウとの資本業務提携契約を積極的に推進し、実効性を高めるため、ヨドコウは当社が実施する本第三者

割当により、当社の普通株式7,357,000株を取得する予定です（当社の総議決権数に対する割合は10.95％であ

り、処分価額の総額は4,899,762,000円）。

なお、ヨドコウとの資本業務提携契約において、ヨドコウが本第三者割当により取得する当社株式を譲渡等す

る場合には原則として事前に当社の承諾を得ること、及び、当社の発行済株式総数（自己株式を除く。）の12％

を超えて当社株式等を取得又は保有しないことなどが定められています。また、ヨドコウとの資本業務提携契約

において、ヨドコウに当社の役員派遣権又は当社の重要な業務執行に関する拒否権・同意権を付与する定めはあ

りません。さらに、ヨドコウは、同契約の有効期間中及びその終了後１年間、当社の事前の書面による承諾な

く、当社の株主総会における議案提案、委任状勧誘、他の株主との共同議決権行使の合意、役員派遣要求その他

当社の経営に影響を及ぼす行為を行わないことに合意しております。
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d.　割り当てようとする株式の数

 

割当予定先 割当予定株式数

阪和興業 当社普通株式　5,697,000株

ヨドコウ 当社普通株式　7,357,000株
 

 
e.　株券等の保有方針

当社は各割当予定先より、本株式を中長期的に保有することを予定している旨の説明を受けております。また、

また、当社は各割当予定先との間で、本第三者割当の払込期日から７年を経過する日までの間、原則として当社の

事前の書面による承諾を得た場合を除き、本第三者割当により取得する当社普通株式の譲渡等をしてはならないこ

とに合意しております。さらに、阪和興業との間では、払込期日から10年間又は資本業務提携が存続する期間及び

その終了後１年間のいずれか長い期間、当社の事前の書面による同意なく、当社の発行済株式総数（自己株式を除

く。）の21％を超えて当社株式等を取得してはならないことに合意しております。また、ヨドコウとの間では、資

本業務提携契約の有効期間中及びその終了後１年間、当社の事前の書面による同意なく、当社の発行済株式総数

（自己株式を除く。）の12％を超えて当社株式等を取得又は保有してはならないことに合意しております。

なお、当社は、各割当予定先より、本第三者割当の払込期日から２年間において本株式の全部又は一部を譲渡し

た場合には、その内容を直ちに当社に書面にて報告すること、当社が当該報告内容を株式会社東京証券取引所（以

下「東京証券取引所」といいます。）に報告すること、及び当該報告内容が公衆の縦覧に供されることに同意する

旨の確約書を取得する予定であります。

 
f.　払込みに要する資金等の状況

当社は、各割当予定先より、自己資金をもって本第三者割当による新株式の発行及び自己株式処分に対する払込

みを行う旨の説明を受けております。当社は、阪和興業が2026年６月19日に関東財務局長に提出した第79期有価証

券報告書（自2025年４月１日　至2026年３月31日）及びヨドコウが2026年６月22日に関東財務局長に提出した第127

期有価証券報告書（自2025年４月１日　至2026年３月31日）により、各割当予定先の貸借対照表に記載された現金

及び預金等の金額が、本件に係る払込金額を上回る金額であることを確認しており、本第三者割当の払込みに関し

て十分な財産を保有していることを確認しております。

 
g.　割当予定先の実態

割当予定先である阪和興業は、東京証券取引所プライム市場に上場しており、当社は、阪和興業が東京証券取引

所に提出している「コーポレートガバナンスに関する報告書」（最終更新日：2026年６月29日）において、市民社

会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力や団体に対しては毅然とした態度で臨み、断固としてこれらとの関係

を遮断すると明示していることを確認しております。また、阪和興業は、「阪和興業企業倫理行動基準」の中で

「反社会的勢力には毅然として対処し、利益供与等を行わない。」と謳っていることを同報告書において開示して

おります。当社は、当該記載に基づき、阪和興業は反社会的勢力とは一切関係がないと判断いたしました。

また、割当予定先であるヨドコウは、東京証券取引所プライム市場に上場しており、当社は、ヨドコウが東京証

券取引所に提出している「コーポレートガバナンスに関する報告書」（最終更新日：2026年６月24日）において、

反社会的勢力に対しては毅然とした態度で臨み、一切の関係を遮断・拒絶し金銭その他の経済的利益を提供しない

と明示しており、不当要求に対する対応統括部所や、警察や弁護士等の外部専門家との連携関係を構築しているこ

とを確認しております。当社は、当該記載に基づき、ヨドコウは反社会的勢力とは一切関係がないと判断いたしま

した。

 
２ 【株券等の譲渡制限】

該当事項はありません。
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３ 【発行条件に関する事項】

(1) 発行価格の算定根拠及びその具体的内容

本新株発行及び自己株式処分における発行価格（処分価格）は、いずれも本第三者割当に係る取締役会決議日

（2026年８月７日、以下「本取締役会決議日」といいます。）の直前営業日における株式会社東京証券取引所が公

表した当社普通株式の終値と同額である666円といたしました。本取締役会決議日の直前営業日における終値を採用

したのは、直近株価が現時点での当社の企業価値をより適切に表していると考えており、算定根拠として客観性が

高く合理的であると判断し、割当予定先と協議の上決定いたしました。

なお、当該発行価額及び処分価額666円につきましては、同直前営業日から１か月遡った期間（2026年７月７日か

ら2026年８月６日まで）の終値の平均値639円（円未満切捨て。終値平均値の計算において以下同様です。）に対し

て4.23％のプレミアム（小数点以下第三位を四捨五入。以下同様です。）、同直前営業日から３か月遡った期間

（2026年５月７日から2026年８月６日まで）の終値の平均値631円に対して5.55％のプレミアム、同直前営業日から

６か月遡った期間（2026年２月７日から2026年８月６日まで）の終値の平均値626円に対して6.39％のプレミアムと

なります。

上記のとおり、発行価額及び処分価額の決定にあたっては、当社株式の価値を表す客観的な指標である市場株価

を基準としています。また、当該価格は、日本証券業協会の「第三者割当増資の取扱いに関する指針」に準拠した

ものであり、特に有利な発行価格には該当しないものと判断しております。

なお、当社は、一般株主の利益に配慮する観点から、当社経営者から一定程度独立した者である、当社の独立社

外取締役（東京証券取引所に独立役員として届け出ている社外取締役）である村上早百合、角田昌也及び津田和義

の３名によって構成される特別委員会を設置し、2026年８月５日、同委員会から、本第三者割当についてその必要

性及び相当性が認められ、発行・処分条件は割当予定先に特に有利なものではなく、既存株主（少数株主を含みま

す。）の利益を不当に害するものではないとする旨の意見書を入手しております。

また、当社監査等委員会（取締役監査等委員３名、うち社外取締役・監査等委員２名）から、本第三者割当の払

込金額及び処分価額の決定方法は、当社普通株式の価値を表す客観的な値である市場価格を基準としており、日本

証券業協会の「第三者割当増資の取扱いに関する指針」に準拠したものであるため、当該決定方法により決定され

る払込金額及び処分価額は割当予定先に特に有利な金額には該当しないものとする当社取締役の判断について、法

令に違反する重大な事実は認められないという趣旨の意見を得ております。

 
(2) 発行数量及び処分数量並びに株式の希薄化の規模の合理性に関する考え方

本第三者割当に係る株式数は、阪和興業に対する発行新株式数5,697,000株とヨドコウに対する処分株式数

7,357,000株の合計です。処分株式数は、発行価額の決定を踏まえ、2026年３月31日現在の当社総議決権数541,198

個に対する議決権ベースの希薄化率が25％未満となるよう調整の上決定されるものであり、本第三者割当により一

定の希薄化が生じます。

しかしながら、本第三者割当は、当社と割当予定先との間の本資本業務提携に基づき実施されるものであり、本

資本業務提携は、当社の電気炉によって製造された、世の中が求める高付加価値の環境配慮型製品の拡販を目的と

するものであります。

したがって、本第三者割当は、当社の将来的な利益拡大に貢献することで中長期的な企業価値向上に寄与し、既

存株主の利益の向上にも繋がると考えていることから、発行数量及び処分数量並びに株式の希薄化は合理的である

と判断しております。

 
４ 【大規模な第三者割当に関する事項】

該当事項はありません。
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５ 【第三者割当後の大株主の状況】
 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

総議決権数
に対する所
有議決権数
の割合

割当後の所
有株式数
(株)

割当後の総
議決権数に
対する所有
議決権数の
割合

阪和興業株式会社
大阪府大阪市中央区伏見町四
丁目３番９号

8,058,590 14.89％ 13,755,590 20.48％

株式会社ヨドコウ
大阪府大阪市中央区南本町四
丁目１番１号

0 0.00％ 7,357,000 10.95％

エア・ウォーター株式会
社

大阪府大阪市中央区南船場２
丁目12－８号

4,729,861 8.74％ 4,729,861 7.04％

日本マスタートラスト信
託銀行株式会社(信託口)

東京都港区赤坂１丁目８番１
号　赤坂インターシティＡＩ
Ｒ

3,836,500 7.09％ 3,836,500 5.71％

大阪瓦斯株式会社
大阪府大阪市中央区平野町４
丁目１番２号

1,923,000 3.55％ 1,923,000 2.86％

丸一鋼管株式会社
大阪府大阪市中央区難波５丁
目１番60号

1,300,000 2.40％ 1,300,000 1.94％

尼崎製罐株式会社
兵庫県尼崎市大島１丁目４１
番１号

1,274,454 2.35％ 1,274,454 1.90％

ＢＮＹＭＳＡＮＶ　Ｒ
Ｅ　ＢＮＹＭＩＬ　Ｒ
Ｅ　ＷＳ　ＺＥＮＮＯ
Ｒ　ＪＡＰＡＮ　ＥＱＵ
ＩＴＹ　ＩＮＣＯＭＥ　
ＦＵＮＤ

３ＲＤ　ＦＬＯＯＲ，　ＣＥ
ＮＴＲＡＬ　ＳＱＵＡＲ
Ｅ，　２９　ＷＥＬＬＩＮＧ
ＴＯＮ　ＳＴＲＥＥＴ，　Ｌ
ＥＥＤＳ，　ＬＳ１　４Ｄ
Ｌ，　ＵＮＩＴＥＤ　ＫＩＮ
ＧＤＯＭ

1,058,000 1.95％ 1,058,000 1.58％

中山持株共栄会
大阪府大阪市大正区船町１丁
目１－66

859,739 1.59％ 859,739 1.28％

日鉄物産株式会社
東京都中央区日本橋２丁目７
－１

815,200 1.51％ 815,200 1.21％

計 － 23,855,344 44.08％ 36,909,344 54.95％
 

(注) １．「所有株式数」及び「総議決権数に対する所有議決権数の割合」につきましては、2026年３月31日現在の株

主名簿に基づき記載しております。

２．「割当後の総議決権数に対する所有議決権数の割合」は、割当後の所有株式に係る議決権の数を、2026年３

月31日現在の総議決権数(541,198個)に、本第三者割当による新株式発行及び自己株式の処分に係る議決権

の数(130,540個)を加算した数で除した数値です。

３．上記「割当後の総議決権数に対する所有議決権数の割合」は、募集株式の全部について割当予定先による払

込みがあったものとして計算しております。

４．「総議決権数に対する所有議決権数の割合」及び「割当後の総議決権数に対する所有議決権数の割合」は、

小数点以下第３位を四捨五入して算出しております。

 
６ 【大規模な第三者割当の必要性】

該当事項はありません。

 

７ 【株式併合等の予定の有無及び内容】

該当事項はありません。

 

８ 【その他参考になる事項】

本新株発行及び自己株式の処分は、当社と各割当予定先との間の資本業務提携契約及び総数引受契約に基づき、同

一の条件及び日程により一体として実施されることが予定されており、当社において一体の資本取引として行われる

ものであります。
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第４ 【その他の記載事項】
 

該当事項はありません。

 

第二部【公開買付け又は株式交付に関する情報】
 

該当事項はありません。

 
第三部 【参照情報】

 

第１ 【参照書類】
 

会社の概況及び事業の概況等金融商品取引法第５条第１項第２号に掲げる事項については、以下に掲げる書類を参照

すること。

 

１ 【有価証券報告書及びその添付書類】

事業年度第132期(自2025年４月１日　至2026年３月31日)　2026年６月24日関東財務局長に提出

 

２ 【臨時報告書】

１の有価証券報告書提出後、本有価証券届出書提出日(2026年８月７日)までに提出した臨時報告書は以下のとおり

であります。
 

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づく

臨時報告書を2026年６月26日に関東財務局長に提出

金融商品取引法第24条の５第４項並びに企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号の２及び第12号の

３の規定に基づく臨時報告書を2026年８月７日に関東財務局長に提出

 

第２ 【参照書類の補完情報】
 

参照書類としての有価証券報告書に記載された「事業等のリスク」について、当該有価証券報告書の提出日以後、本

有価証券届出書提出日(2026年８月７日)までの間において、本有価証券届出書に記載した本第三者割当及び本資本業務

提携に関する事項を除き、重要な変更その他の事由はありません。

また、当該有価証券報告書には将来に関する事項が記載されていますが、当該事項は本有価証券届出書提出日(2026年

８月７日)現在において変更の必要はなく、また新たに記載すべき将来に関する事項もないと判断しております。

 

第３ 【参照書類を縦覧に供している場所】
 

株式会社中山製鋼所本店

(大阪市大正区船町一丁目１番66号)

株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)

 

第四部 【提出会社の保証会社等の情報】
 

該当事項はありません。

 

第五部 【特別情報】
 

該当事項はありません。
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